
栃木県ＢＣＰ策定支援プロジェクト

会社・事業・従業員をあらゆるリスクから守る

ＢＣＰ策定支援事業
ＢＣＰ（事業継続計画）とは？

　地震や火災、集団感染等、企業活動にはさまざまなリスクが存在します。　
　緊急事態に直面した際に、被害を最小限に抑え、一刻も早く事業活動を復旧し会社と社員を守り取引先からの信頼を得
る方法、それがBCP（Business Continuity Plan）です。
　また、BCPは策定して終了ではなく、社員への教育・訓練・点検・見直し等の継続的メンテナンスを行うことで、BCM
（Business　Continuity　Management）へ展開することが重要です。

何のためにBCPを作る
のか？方針を明確にし
ます。判断に迷った場
合に拠り所となるのが
この基本方針です。

ＢＣＰを策定するメリット

ＢＣＰの策定ステップ

●緊急事態が発生した場合に、事業の継続または早期復旧に向けて、速やかな対応が可能。 
●緊急事態に対して万全の体制を整えていることで、取引先からの信用度アップ。
●企業活動の業務改善効果に期待。

STEP1
基本方針の
策定

顧客への供給責任や社
会的必要性の視点から
中核となる事業を決定
し、それにかかる資産や
業務を把握します。

STEP2
業務影響度
分析(BIA)

中核事業の維持、継続
に必要なヒト、モノ、カ
ネを考えます。また、
BCPを発動する基準
を考えます。

STEP3
対応策と発動
基準の検討

ここまで検討・決定し
た内容を踏まえ文書
化します。 緊急時に混
乱しないようシンプル
にまとめましょう。

STEP4
事業継続計画 
(ＢＣＰ)の策定

社員への教育や訓練
を行い、定期的に見直
しを行うことでより実
行性のあるBCPにして
いく必要があります。

STEP5
教育・訓練・
見直しの実施

ＢＣＰの策定 ＢＣＭへ展開

栃木県BCP策定支援プロジェクトでは、BCP策定を希望する皆様のお手伝いをいたします。
（詳しくは裏面をご覧ください）
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ＢＣＰセミナー（策定編）

　栃木県は、東京海上日動火災保険株式会社、一般社団法人栃木県商工会議所連合会、栃木県商工会連合会及び栃木県
中小企業団体中央会と「栃木県BCP（事業継続計画）策定支援に関する協定」を締結し、県内に事業所がある事業者に対し、
個別具体的なＢＣＰ策定支援に取り組んでいます。

効果的なＢＣＰにするためのポイント
◎社内のBCP策定チームには、社長・役員等の経営判断ができる人、現場のリーダー、事務方のリーダーをメンバーに入れ
ましょう。
◎企業単独で取り組むだけでなく、取引先や関連企業、遠隔地の同業者等と連携することが大切です。

策定企業の声
・非常時にあっても事業継続できる一定の体制を整えることができ、通常時または被災時に何をやるべきかの優先順位が
明確になりました。
・策定段階では様々な業務改善の必要性が浮上し、災害諸規程の不備も発見され、リスクマネジメント全体が強化された
結果となりました。
・単なるリスクアセスメントとは違い、事業が存続するために何が重要であるのかという考え方を学ぶことができました。
・ＢＣＰを策定したことで、今まであまり気にしていなかった自社のボトルネック（弱点）を見つけることができました。
・頭の中でイメージするのは簡単ですが、自社単独で文書化するのはとても大変でした。プロジェクトに参加したことで、
スムーズに文書化できたとともに、どの様な対応策を取れば良いか一目で理解できるようになったので、これからの当社
にとって大きな力になるものだと思いました。

　以下の内容について、専門講師が分かりやすく
説明するセミナーを開催します。
　・栃木県における災害リスクの認識
　・BCPの必要性や重要性
　・BCPの策定手順
※グループ企業等の研修会で「BCP」をテーマにする場
合にも、講師派遣の御相談に応じます。

県内事業者のＢＣＰ策定支援

個別相談
　「BCPを策定したいけれど何から手をつけてい
いか分からない」「策定にあたって助言が欲しい」
等、悩みを抱えている事業者の皆様、まずは経営
支援課へお電話または、BCP相談シートを送付く
ださい。

　東京海上日動火災保険株式会社の専門チームが、BCP策定支援を希望する県内事業者を訪問し、それぞれの
実態に応じたBCP策定をお手伝いします（費用無料・回数制限なし）。

ＢＣＰセミナー（運用編）
　策定したBCPの従業員に対する教育・訓練方法や、BCPの点検・見直しによりBCMへ展開するノウハウを、専門
講師からワークショップ形式で学びます。

栃木県ＢＣＰ相談シート

詳しくはＷＥＢで検索

【お問合せ先】　 栃木県　産業労働観光部　経営支援課　中小・小規模企業支援室　
〒320-8501 栃木県宇都宮市塙田1-1-20　県庁舎本館6階
TEL：028-623-3173　　　FAX：028-623-3340　　　E-mail: shienshitsu@pref.tochigi.lg.jp


